
宮城県産地生産基盤パワーアップ事業（収益性向上対策・生産基盤強化対策） 

実施要領 

 

（趣旨） 

第１ 宮城県産地生産基盤パワーアップ事業（収益性向上対策・生産基盤強化対策）（以下

「本事業」という。）の実施に当たっては、産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等

要綱（令和４年１２月１２日付け４農産第３５０６号農林水産事務次官依命通知。以下

「国要綱」という。）、強い農業づくり総合支援交付金交付等要綱（令和４年４月１日付

け３農産第２８９０号農林水産事務次官依命通知。）、強い農業づくり総合支援交付金の

うち産地基幹施設等支援タイプ等の交付対象事業事務及び交付対象事業費の取扱いにつ

いて（令和４年４月１日付け３新食第２０８８号、３農産第２８９７号、３畜産第 

１９９１号農林水産省総括審議官（新事業・食品産業）、農林水産省農産局長、農林水産

省畜産局長通知。）、宮城県産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付要綱（平成２８年

５月１３日付け農園環第１１７号通知。以下、「県交付要綱」という。）によるもののほ

か、本要領に定めるところによるものとする。 

 

（事業の対象） 

第２ 本事業の支援対象は、国要綱第５に定めるものとし、その具体的なメニュー、取組主

体及び採択要件は国要綱別表に掲げるとおりとする。 

 

 （事業の内容） 

第３ 本事業の内容は、国要綱別記２の第５に定めるものとする。 

 

（業務方法書の作成及び承認の手続き） 

第４ 地域協議会長等は、次に掲げる事項を内容とする業務方法書を別紙１を参考にして

作成し、別紙様式第１号により知事に提出し、その承認を受けるものとする。 

（１）取組主体から地域協議会長等への取組主体補助金の申請に関する事項 

（２）地域協議会長等から取組主体への取組主体補助金の支払に関する事項 

（３）取組主体から地域協議会長等への実施状況等の報告に関する事項 

（４）その他業務運営に必要な事項 

２ 前項の申請を受けた知事は、その内容が適切であると認められる場合には、速やかにこ

れを承認し、地域協議会長等に通知する。 

３ 地域協議会長等は、業務方法書を変更しようとするときは、第１項に準じて手続きを行

うものとする。この場合において、知事が行う承認の手続きについては、前項に準ずるも

のとする。 

 

（事業実施の手続き） 

第５ 事業実施の手続きは、国要綱別記２の第１０に定めるものとする。 

２ 知事は、国要綱別記２の第１０の２で承認された産地生産基盤パワーアップ事業都道

府県事業実施方針（宮城県）（以下、「県実施方針」という。）について、別紙様式第２

号により、地域協議会長等に通知するものとする。 

３ 知事は、県実施方針に定める「産地パワーアップ計画審査会」を開催し、国要綱別記２



の第１０の３に基づき地域協議会長等から提出のあった産地パワーアップ計画について、

宮城県事業計画の取組内容への位置付けについての可否を決定し、別紙様式第３号によ

り、地域協議会長等に通知する。 

４ 産地パワーアップ計画の重要な変更は、国要綱別記２の第１０の３に準じて手続きを

行うものとする。重要な変更以外の軽微な変更については、別紙様式第４号により知事に

届け出るものとする。なお、重要な変更とは、次の（１）から（５）に該当する場合とす

る。 

（１）成果目標の変更 

（２）取組主体の変更 

（３）取組内容の変更 

（４）産地パワーアップ計画の中止又は廃止 

（５）取組主体事業計画の中止又は廃止 

 

（事業の着手及び入札報告） 

第６ 地域協議会長等は、取組主体が事業に着手した届け出があった場合、速やかにその旨

を別紙様式第５号により知事に届け出るものとする。 

２ 地域協議会長等は、前項の届け出の内容に変更が生じた場合は、速やかに別紙様式第６

号により、知事に届け出るものとする。 

 

（事業実施状況及び達成状況の報告） 

第７ 地域協議会長等は、事業実施状況の報告及び達成状況の評価について、国要綱別記２

の第１５及び第１６により知事に報告するものとする。 

 

（事業名の掲示等） 

第８ 本事業により設置又は導入した施設、機械等には、本事業名、本事業の実施年度等を

表示するものとする。 

 

（事業の公表） 

第９ 知事は、本事業の適正実施と透明性を図るため、取組主体からの実績報告書の提出に

より補助金の額が確定した場合、実施した交付対象事業概要をホームページへの掲載等

により公表するものとする。また、地域協議会長等においても、その結果をホームページ

への掲載等により公表するものとする。 

２ 知事は、目標年度の成果目標の達成状況について、事業評価を行った結果をホームペー

ジへの掲載等により公表するものとする。また、地域協議会長等及び取組主体において

も、その結果をホームページへの掲載等により公表するものとする。 

 

（推進指導等） 

第１０ 地域協議会長等は、本事業の効果的かつ適正な推進を図るため、市町村及び農業団

体等関係機関との密接な連携による推進体制の整備を図り、本事業の実施について推進

指導に当たるものとする。 

 

 



（書類の提出及び経由） 

第１１ この要領により知事に提出する書類は、事業を所轄する地方振興事務所長又は地

域事務所長（以下、「所長」という。）を経由し、所長はその写しを保管するものとする。 

 

 （その他） 

第１２ この要領に定めるもののほか、この事業の実施に関して必要な事項は、知事が別に

定める。 

 

   附 則 

１ この要領は、平成２８年５月１３日から施行し、平成２８年度予算に係る補助金に適用

する。 

２ この要領は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に当

該補助金にも適用するものとする。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２８年１２月２１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和２年３月１１日から施行する。 

 

   附 則 

（経過措置） 

・この要領施行の際、既に提出されている令和元年度に実施する産地パワーアップ計画に

ついては、改正後の第５第３項の規定により提出された産地パワーアップ計画とみな

す。 

・この要領施行の際、既に決定された計画の優先順位については、改正後の第５第３項の

規定により決定された優先順位とみなす。 

・この要領施行の際、既に産地パワーアップ計画審査会で審査し、宮城県事業計画の取組

内容へ位置付けられた令和元年度に実施する産地パワーアップ計画については、改正

後の第５第４項の規定により宮城県事業計画の取組内容へ位置付けたものとみなす。 

 

附 則 

 この要領は、令和３年４月３０日から施行する。 

 

   附 則 

（経過措置） 

・この要領施行の際、既に提出されている令和３年度に実施する産地パワーアップ計画に

ついては、改正後の第５第３項の規定により提出された産地パワーアップ計画とみな

す。 

・この要領施行の際、既に産地パワーアップ計画審査会で審査し、宮城県事業計画の取組

内容へ位置付けられた令和３年度に実施する産地パワーアップ計画については、改正

後の第５第３項の規定により宮城県事業計画の取組内容へ位置付けたものとみなす。 



 

附 則 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この要領は、令和４年１２月１２日から施行し、令和４年度予算に係る補助金に適用す 

 る。 

２ この要領は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に当  

 該補助金にも適用するものとする。 

３ 改正前のこの要領に基づく事業については、なお従前の例による。 

 

附 則 

１ この要領は、令和５年１２月６日から施行し、令和５年度予算に係る補助金に適用す 

 る。 

２ この要領は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に当  

 該補助金にも適用するものとする。 

３ 改正前のこの要領に基づく事業については、なお従前の例による。 

 

   附 則 

１ この要領は、令和７年１月２４日から施行し、令和６年度予算に係る補助金に適用す 

 る。 

２ この要領は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に当  

 該補助金にも適用するものとする。 

３ 改正前のこの要領に基づく事業については、なお従前の例による。 

 


